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近年,知 的資産のオンバ ランス化が課題 となっている。知的資産のオンバランス化が問題に
なるのは次の二つの場合である。一つは自己創設ブラン ド価値のように,従 来,貸 借対照表に
表示されなかったものをオンバランス しようとする場合である。他の一つは,無 形固定資産と
して認識 されてきているけれども,その資産価値が十分に認識 されていない部分 についてオン
バランス しようとする場合である。特許権のオンバ ランスが問題になるのは,後 者の場合であ
る。本稿では,特 許権について従来オフバ ランスになってきた部分について,オ ンバランス化
の可能性 を検討 してみたい。
1,特許権の価値の構成要素
現在,FASBにおいて特許権等の無形固定資産の情報開示 について検討が行 われている1)。
我が国において も特許権は,政 府の 「知的財産戦略大綱」(2002年)において重要課題 として
位置付けられ,産 業競争力を高める大 きな柱 として注目を集めている。また,青 色ダイオー ド
や味の素のパルスイー ト等の ような特許発明者への報酬や,コ ダックとポラロイ ドとの問の特
許権侵害裁判における9億2,500万ドルに及ぶ損害賠償 などに見 られる高額特許訴訟の頻発化
2),ベ ンチ ャー企業等における特許権の担保価値 としての有用性3),そして国際会計基準 との
調和化の動向や知的資産のオンバランス化といった流れの中で,特 許権はその資産価値を再検
討す る必要性が生 じてきている。検討に当たっては,特 許権∂)資産価値の構成要素には何があ
り,その中で現在何がオンバ ランスであ り,何がオフバ ランスとなっているのか,そ してオフ
バ ランスのうち何についてオンバランス化を検討する必要があるかについて考える必要があろ
う。
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図表① 特許権の資産価値の構成要素
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図表①は特許権の価値の構成要素 を区分 して捉 えてみた ものである。「自然法則 を利用 した
技術的思想の創作のうち高度の もの」(特許法第2条1項)で ある特許は,研 究開発の成果であ
る特許発明を特許庁長官に出願 ・申請 し,登録 されて特許権 としての権利 を得ることになる。
そして,そ れを活用 した場合 にキャッシュ ・フローを生むことになる。 まず,図 表①の中の研
究費 と開発費の部分 について考えてみ よう。『研究開発費等に係る会計基準』(以下,『基準』
という)に よれば,研 究は 「新 しい知識の発見を目的とした計画的な調査及び探求」(『基準』
一,1)であ り,開発 は 「新 しい製品 ・サービス生産方法についての計画若 しくは設計又は既
存の製品等 を著 しく改良するための計画若 しくは設計 として,研 究の成果その他の知識を具体
化する」(同)と されている。特許権 は,知 的活動の成果 の代表的なものであ り,そ の創出の
ための研究費 と開発費 は,特 許権の資産 としての価値を創出するために不可欠なものである。
次に,申 請 ・登録料の部分は,特 許庁長官への申請にかかわる費用であ り,特許権 を権利 とし
て確立 させるために不可欠なものである。
また,特 許権収入(ラ イセンス料)の 部分 と製品優位性(売 上高への貢献)の 部分は,特 許
権がキャッシュ ・フローの流入をもたらす部分である。特許権の利用形態は図表②の通 りであ
る。自社で研究開発 した特許発明を特許庁長官に申請 して審査 ・登録 され,特 許権 として確立
(特許権の取得)し た場合の利用形態 には,他 社へ売却(特 許権の移転)す るケース とそのま
ま自社で保有す るケースとがある。本稿では特許権のオンバランス化 について後者のケースを
検討対象 としている。 さらに,後 者のケースの利用形態には,他 社に実施許諾(ラ イセンシン
グ)す る方法 と,自社製品にその発明特許を組込む方法(自 己実施)と がある。特許権 を他社
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にライセンシング した場合は図表①の特許権収入をもた らす ことにな り,自己実施 した場合は
製品優位性等をもたらすことになる。製品優位性等には,新 製品 ・技術の発明 ・排他的権利の
付与が売上収益をもた らすケース,特 許権がなかったら他の企業にライセンス料 を払っていた
と仮定 して原価の節約 となるケースなどがある4)。図表①の申請 ・登録料 より上のこれらの部
分は,特 許権が企業に将来の経済的便益をもた らす ことが期待 されるものである。
図表② 特許権の利用形態
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(出典)特 許庁 『特許ハンドブック 研究開発 ・活かそう社会に一想像的研究成果を特許に一』財団法人発明協
会,2001年,139ページを一部修正。
それでは特許権の貸借対照表への計上に関 して,こ れらの各区分について特許権の当初認識
時(取 得時)と 当初認識後 に分けて考えてみよう。
2,特許権の当初認識
現在の会計では,資 産は当初認識時においては,取 得原価 を基礎 にして評価 されている。無
形固定資産である特許権について も,購入代価 に使用開始までの付随費用 を加算 した取得原価
あるいは製造原価を計算 した取得原価 を基礎 として評価 されることになる。ここで,取 得に要
する費用すなわち図表①の登録 ・申請料以下の部分について考えてみ よう。特許権の取得形態
には自己創設 と買入れとがあ り,両者では取得原価の認識範囲に大 きな違いがある。買入特許
権の取得原価 を構成する購入代価には,売 却元企業が発明特許 を特許権 として登録するまでに
92 一 経 営 論 集 一
要 した研究費 ・開発費,出願料やその他弁理士費用 などの登録 ・申請料等が含 まれる。そ して,
将来キャッシュ ・フローの流入見込み額等 をも勘案 した上で双方の合意のもとに売買価額が決
定されることとなろう。つ まり図表①のすべてを取得原価 とすることが可能である。FASBの
SFAC第7号「会計測定におけるキャッシュ ・フロー情報及び現在価値の使用」が示す ように,
当初認識時において授受 された現金 または現金同等物の金額は,反証が無い限 り,通常,公 正
価値の近似値であると考えられる5)。確かに,買 入特許権 については,取 得原価 は公正価値で
あ り,公正価値はキャッシュ ・フロー流入見込額を織 り込んで付 けられるものと言えよう。
自己創設特許権の取得原価 も申請 ・登録料等,及 び特許権取得の際 に繰延資産として計上 さ
れている試験研究費の額等(法 人税法基本通達7-3-14)である。 しか し,試験研究費はほとん
どの場合償却済みであ るため特許権 として計上されるのはご く僅かである6)。さらに,現 在,
『基準』は研究開発費について 「すべて発生時に費用として処理 しなければならない」(『基準』
三)と している7)。そのため,た とえ同様の資産価値 を持つ特許発明であ ったとしても,取 得
方法が買入れか自己創設かによって取得原価 として捉 えられる部分が大 きく異なることにな
る。つまり,買入特許権 に比 して自己創設特許権は,極 めて僅少な申請 ・登録料等程度が資産
としてオンバ ランスされるに過ぎない。また,自 己創設特許権の取得原価はキャッシュ ・フロ
ー流入見込額 とは無関係である。このように,自 己創設特許権の取得原価は買入特許権のそれ
と比較 して,十 分に特許権の価値 を示 しているとは言い難い。
IASは特許権に関 して第38号 『無形固定資産』で規定 している8)。IAS第38号を承認 した際
の理事会の見解では,「外部か ら取得 した無形固定資産 と,開発活動 またはその他の形の活動
のいずれか らであれ内部的 に創出 された無形固定資産 との要件の間に違いがあってはならな
い。 したがって,内 部創出の無形固定資産が無形固定資産の定義及び認識規準 を満たしている
場合には常 に無形固定資産 として認識 しなければならない」(IAS第38号付録 「結論の根拠」
(以下,IAS第38号付録 という)para.23)とされている。つまり,内 部による自己創設か外部
か らの買入かという取得方法の違いか ら認識について問うのではなく,固定資産としての定義
(識別可能性,支 配,将 来の経済的便益)9)と認識規準(将 来の経済的便益流入可能性,信 頼
で きる取得原価 の測定)10)とを満た しているかどうか,と いう点から認識について問うこと
になる11)。さらに,IAS第38号では,「開発か ら生 じた無形固定資産は,次 のすべてを立証す
ることができる場合に限 り認識 しなければならない」12)(para.45)として,条 件付であるが開
発費の資産計上を認めている13)。これは我が国の 『基準』 と異なる点である。
『基準』では研究 と開発を区別 して定義 しているが,実 務的に両者を明確 に区分 して研究部
分 は費用,開 発部分は資産 とするのは困難であろう。 また,研 究 を行っている段階では,そ の
研究が将来の便益 を生む もの として結実 していない,あ るいは成功が不確実なため,研 究段階
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にあるものも開発段階の ものとともに資産性 を認識することは難 しいだろう。 さらに,研究 と
開発とで取扱 に格差 を設けると,体 力のある企業は費用処理 を,余裕のない企業 は資産化を志
向 しが ちな傾向となるため,財 務諸表の比較可能性が損なわれる懸念がある19)。しか し,『基
準』の ように資産 になるものもならない ものも一律に費用処理するというのは,資 産の価値の
評価をゆがめてしまうのみならず,そ うすることが必ず しも比較可能性 に優れているとは言い
きれない。例 えば,3節の図表③ で見 る各社では 『基準』に則 して研究開発費の即時費用化 を
行 っているが,研 究開発費 を 「一般管理費」のみで処理 しているのはキャノンなど限られた企
業に過 ぎず,ほ とんどの企業は 「一般管理費及び当期製造費用」 としている。ソニーにおいて
は研究開発費は売上原価 として処理 してお り,平成13年度の売上原価に計上 された研究開発
費は433,214百万円にものぼっている15)。『基準』では,製 造部門での研究開発が行 われると
い う我が国の研究開発活動の特徴 に配慮 して,研 究開発費の処理 として 「一般管理費 として処
理する方法 と当期製造費用 として処理する方法」(『基準注解』=注2)の 両方 を認めている。
このうち研究開発費を当期製造費用に含める処理は,結 果 として棚卸資産(仕 掛品,製 品)と
して資産計上 され得るものであるため,同 じ研究開発費であってもどう取 り扱 うかによって性
質が大 きく異 なることになる16)。したがって,研 究 開発 にかかわる処理を一本化 して費用化
したといっても,実 質的には資産計上 される場合が生 じるため取扱 は一様 とは言えず,比 較可
能性 に問題が残る処理である。
また,研 究部分 と開発部分 とを区分できたとして,開 発費を資産に計上すると考えた場合に
おいて も,開発費のうち特許権 と結びつ く部分 とそ うでない部分 との区分 を行 うことは実務的
困難が懸念 されよう。 しか し,後 で図表③に見るように,キ ャノンでは損益計算:書の注記で
「販売費及び一般管理費」における内訳 として153億8,000万円に及ぶ 「特許関係の試験研究費」
を挙げている。これは特許関連部分にかかる研究を他 と区分することが可能であることを示 し
ている例 と捉えられよう。特許権にかかわる部分 とそうでない部分 とに分けることは不可能で
はない。
IAS第38号付録 「結論の根拠」では,「理事会は内部創出の無形固定資産に関する支出(開
発支出を含む)を,当 該支出が認識規準を満たす一つの資産になるにもかかわらず,こ れを即
時に費用として認識するという代替処理の提案を退けた。理事会は,自 由選択は財務諸表の比
較可能性及び国際会計基準の代替的処理の数を削減 しようとする理事会の近年の努力を損なう
であろうと考 えている」(付録para.24)としている。そ うであれば,自 己創設特許権において
は資産計上されない開発 にかかる部分について,資 産の定義 と認識規準 とを検討 し,これらに
合致するのであれば特許権の資産価値に組込むことが検討 されて良かろう。 とりわけ,研 究開
発にかかわる機械備品な どの有形固定資産をも研究開発費 として費用処理す ることは(『基準
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注解』=注1),IAS第38号の考 え方 と異 なるとい うことのみな らず,他 の有形固定資産 との
均衡を著 しく損 なう処理であると考えられよう17)。
研究開発費の中でも,例 えば,社 内利用ソフ トウェアについては 「ソフ トウェアを用いて外
部へ業務処理等のサービスを提供する契約等が締結 されている場合のように,そ の提供 により
将来の収益獲得が確実であると認め られる場合には,適 正な原価を集計 した上,当 該 ソフトウ
ェアの制作費 を資産として計上 しなければならない」(『基準』四,3)と されている。ここで
言 う適切な原価計算とは,シ ステムエ ンジニアの人件費,外 注 に対する作業委託費,ソ フトウ
ェア製作に用いたコンピュータ利用料,ソ フ トウェアを格納する媒体費及び出張旅費,通 信費
等 といった取得に直接要 した費用を集計 したものである18)。この点,特 許権 についても,例
えば,他 社へのライセンス契約が結ばれてお りライセンス料 という形で将来の収益獲得が確実
と認められるケースでは,こ のソフ トウェアの場合 と見合 う適切 な原価計算について考えられ
ても良いと思われる。
これまで見てきたように,図 表①のうち,自 己創設特許権が当初認識時 において現在実質的
にオンバランス となっているのは申請 ・登録料等の部分に過 ぎないが,こ の他に,IAS等の動
向をも勘案 して認識規準 に該当する開発費を資産として認識 して,特 許権にかかわる部分につ
いてはその取得原価に含めることを検討するとともに,ソ フ トウェアの会計処理 との類似性か
ら,ラ イセンス料の流入が確実な場合については適切な原価計算による取得原価の計上を行 う
必要があると考えられる。
なお,ソ フ トウェアについては,『基準』 に該当する場合には貸借対照表に資産計上 されて
いる。例 えば,松 下電器産業では第93期(2000年度)に おいて,『基準』に基づいて,第92
期に 「販売費及び一般管理費」 としていたソフ トウェアの一部 について 「無形固定資産」のソ
フ トウェアとした。費用処理か ら資産処理 に変更 したことにより,営業利益,経 常利益,及 び
税引前当期純利益はそれぞれ12億円増加 した19)。特許権の開発費 についてソフ トウェアとの
類似性 を勘案 して,こ れを費用ではなく資産に計上 した場合,先 に見たキャノンの例であれば
営業利益,税 引前当期純利益等が153億8,000万円増額するので,例 えば,税 引前当期純利益
(1,412億8,600万円)で あれば1割程度増加するこ とになる。発明特許を特許権 として確立 さ
せるには多大な研究開発費を要するものである。このため,そ の開発にかかる部分 を費用 とす
るか資産計上 とするかは企業の情報開示に大 きな影響を与 えるものとなる。
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3,財務諸表 における特許権計上の実態一 光学部門を例 として一
これまで,特 許権の当初認識時の評価,す なわち図表① のうち,申 請 ・登録料以下の部分 に
ついて見て きた。続いて,当 初認識後の評価,す なわち図表① のうちこれまで見てきた申請 ・
登録料 より上の部分について検討 してみよう。当初認識後の評価に当たっては,将 来キャッシ
ュ ・フローの流入がポイン トとなる。このため,こ こではまず,特 許権の活用によるキャッシ
ュ ・フローの流入の状況 を見るために,実際の特許権収入等が財務諸表 にどのように認識 され,
掲載 されているかについて見てみることに しよう。
まず,全 体的な開示状況 を見てみ よう。2000年の 日本公認会計士協会の調査によれば,,特
許権 に関する科目(特 許権,特 許権等,特 許使用権,特 許実施権)を 開示 しているのは,調査
対象企業500社の25%,125社に上っている。勘定科目としてオンバランスされている知的資
産 としては特許権の件数が最 も多い20)。また,米 国の状況についてAICPAの調査 を見 てみ よ
う。AICPAの調査によれば,特 許権 に関する科目(特 許,特 許権)を 開示 しているのは調査
対象企業600社の13%,78社21)(他に特許権 にかかわるものとしてロイヤ リテ ィ収入 を開示
している企業は26社)22)となっている。
次に,具 体的な個別開示事例を見てみ よう。特許庁では特許を農水産,印 刷,電 子部品など
31分野に分類 しているが,こ こでは光学分野 において特許取得件数の多い上位15社について
検討 してみよう。積年,我 が国の企業で米国における特許取得件数が最 も多い企業はキャノン
であったが,分 野別に見てキャノンが我が国で最 も多 くの特許を取得 しているのが光学分野で
ある。
光学分野における特許取得件数(公 開数)ト ップ20社のうち,財 務諦表が公表 されている
のは17社である。このうち,財 務諸表の中で特許権に関す る記載がなされていたのは図表③
に示 した15社(88.2%)である23)。図表③か ら明 らかなように連結財務諸表で特許権 に関す
る記載があったのは4社(23.5%)に過 ぎず,ま た,そ の うちの3社 は貸借対照表での記載は
無 く,損益計算書のみによる開示である。一方,個 別財務諸表 において開示 しているのは15
社にのぼる。特許権関連の開示は連結財務諸表では埋 もれてしまうことがわかる。連結財務諸
表で区分表示 される資産は,金 額が資産総額の100分の5を超える場合であるため(連 結財務
諸表規則第23条3項,第28条3項)であろう。個別財務諸表では,貸 借対照表 と損益計算書 と
もに開示 している企業は7社(41.2%),貸借対照表のみで開示 している企業は5社(29.4%),
損益計算書のみで開示 している企業は1社 となっている。 また,注 記 のみに関連する記載があ
る企業が2社ある。有価証券報告書における特許権 に関する情報の記載箇所 としては,貸借対
照表,損 益計算書の他に附属明細表 における 「有形固定資産等明細表」や,「事業の概要」の
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図表③ 財務諸表における特許関連記載一光学分野一
連 結 個 別 その他
貸借対照表 損益計算轡 注記等 貸借対照表 損益計算書 注記等
シ ヤー プ(108 (「工 業 所 有 「営業外収益」 主に定額法 (工業所 有 権 「営業外 収益」 定額法 「経営上の重要
期20023.31)権 ・施設利用 特許料 ・技 術 140百万 円〉 特 許料 ・技術 な契約等 」表
権」5231百万 指導料2660万 指導料等収入 記載あ り
円) 円 8744百万 円,
「営 業外 費用」
特 許料 ・技術
指導料等収入
見合費用6010
百万円
オ リンパス光 } 「営業 外収 益」 定額法 特 許権661百 営業外収益」 定額法 「経営上の重要
学工業(134期 特 許権収入 万円 特 許権収 入 な契 約等」 表
2002.3.31) 815百万円 1493百万 円 記載あ り
ソ ニ ー 一 「その 他 の 収 一 特許権74百万 「販売費および 定額法 有価証券報告
(2002.3.31) 益 」特許実 施 円 一 般 管 理 費」 書 中 「提 出会
許諾料33512 特許権使用料 社 の保証 会社
百万円 . 28286百万 円。 等 の情報」 に
「営業外収益」 お け る ソ ニ ー
特許実施許諾 コ ミュ ニ ケ ー
料50817百万 シ ョ ン ネ ッ ト
円 ワー ク(SCN)
株式 会社 の事
業 の 概 要 に,
ソ ニ ー との 間
に特 許権の ク
ロ ス ラ イ セ ン
ス契 約があ り
「SCNは対象売
上総 額 の1.4%
を ソ ニ ー に 対
して 支 払 う」
との記載あり
ニ コ ン(138期 一 「営業外収益」 定額法。特 許 特許権1930百一 定額法 「経営上の重要
2002.3.31) 特許権収 入 権収入 は 「営 万円 な契約 等」 表
753百万 円 業 外 収 益 の 記載あり
100分の10を
超えた ため今
期におい て区
分掲記」 との
記載あり
キ ャ ノ ン(101 一 一 } 特許権114百 「営業外収益」 定額法。99期 「経営上の重要
期2001.12.31) 万円 特 許 権 収 入 には販売費一 な契約 等」 表
24231百万 円 般 管 理 費 記載あり
(308255百万
円)に 含 まれ
る試験 研究費
(195939百万
円)の うち特
許 関 係 費 は
15380百万 円
との記 載 あ り。
100期 に は 関
係 会社 との取
引 に係る特許
権収入4616万
円 との記載あ
り
リ コ ー 一 一 一 特 許権647万 定額法 「経営上の重要
(2002.3.31) 円 な契約 等」表
記載あり
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連 結 個 別 その他
貸借対照表 損益計算書 注記等 貸借対照表 損益計算書 注記等
コニ カ(98期 一 一 特 許権334百 「営 業外 収益」 定額法 97期には連結
2002.3.31) 万円 特許権実施料 P/Lに 「営 業
収 入828百万 外 収益」特 許
円 権実施料収入
652百万円 との
記載あ り。「経
営上 の 重要 な
契約 等」表 記
載あり
ミノ ル タ(96 一 一 一 特 許権663百 「営 業外収 益」 定額法 。関係 「経営上の重要
期2002,3,31) 万円 特 許 権 収 入 会社 との取引 な契 約等」 表
770百万 円 に係 る特 許権 記載あ り
収入604万円
との記載あり
松下電器(95 一 一 一 特許権4000百(「営業外収益」 定額法 「経営上の重要
期2002,3.31) 万円 受取技術援助 な契 約等」 表
料14112百万
円)
記載あ り
日本 電信電話 一 一 } 一 (「営 業収 益」 定額法。特 許 「経営上の重要
(17期 基盤 的研究 開 料 ・技術指 導 な契 約等」 表
2002.3.31) 発収入196999料等収入 の う 記載あ り
百万円) ち関係会社 と
の 取 引 高 は
7841百万円
富士写 真 フ ィ 一 一 一 特許 権338百 一 残存価額 を零
ル ム(106期
2002.3.31)
万円 とする定率法
一
島 津 製 作 所 一 一 一 特許 権136百 一 定額法 「経営上の重要
(139期 万円 な契 約等」 表
2002.3.31) 記載あ り
ペ ン タ ッ ク ス } 一 一 特許権13百万 一 定額法 「経営上の重要
(72期 円 な契 約等」 表
2002.331) 記載あ り
東 芝(163期 一 一 一 一 一 販 売 費 「経営上の重要
2002.3.31) (377012百万 な契 約等」 表
円)の うち特 記載あ り
許権使用料 は
36376万円 と
の記載あ り
日 本 電 気 一 一 一 一 一 販売費お よび 「経営上の重要
(2002.3.31) 一 般 管 理 費 な契 約等」 表
(百万円)の う 記載あ り
ち技術指導料
51901万円 と
の記載あ り
中の 「経営上の重要な契約等」があるので,以 下,順 次 これらについて見てみよう。
まず,個 別貸借対照表に無形固定資産 として特許権を資産計上 している企業を見 てみ よう。
特許権 として資産計上 しているのは11社,他に 「工業所有権」 を計上 しているシャーフ.を含
め ると全12社(70.6%)である。これ らの企業では 「附属明細表」の 「有形固定資産等明細
表」 においても特許権等について記載がなされている。例えば,最 も高い特許権(4,000百万
円)を 計上 した松下電器産業の例を見ると,「当期末残高」20,255百万円,「当期末減価償却累
計額又は償却累計額」16,254百万円,「当期償却費」2,194百万円,「差引当期末残高」4,000百
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万円とあ り,償却前の特許権の価額が明 らかにされている。
次 に,特 許権の もた らす損益について見てみよう。収益に関 しては,個 別損益計算書の 「営
業外収益」に計上 しているのは7社(41.2%),その名称 としては 「特許権収入」「特許権実施
料収入」などである。 また,ニ コンでは当期より連結損益計算:書に 「営業外収益」 として 「特
許権収入」 を計上 している。これは注記に記載されているように特許権収入が 「営業外収益の
100分の10を超 えた」ので新たに区分記載が必要となったためである。費用に関 しては,個 別
損益計算書に 「特許権使用料」等の計上があるのは4社(23.5%),うち2社は注記による記載
である。具体的には,「販売費及び一般管理費」に 「特許権使用料」 を計上 したソニー,「営業
外費用」 に 「特許料 ・技術指導料等収入見合費用」 を計上 したシャープ,注 記に,販 売費の内
訳 として 「特許権使用料」 を記載 した東芝等の例がある。特許権収入に関 しては関係会社 との
取引に係る部分 に留意する必要がある。例 えば,ミ ノルタでは特許権収入の うち78.4%が関係
会社 との取引によるものであるが,特 許権の適正な評価方法が確立されていないために特許権
使用料 をめ ぐって,そ の客観的妥当性,寄 付金課税,少 数株主の権利侵害等の問題が生 じるお
それがある24)。したがって,特 許権使用料の客観的根拠 として特許権の適正な資産価値 を求
める必要性があ り,この点か らも特許権の適正な資産価値によるオンバランス化が不可欠にな
って くる25)。
では,特 許権 と特許権の利活用 によるキャッシュ ・フロー流入との関連を見てみよう。シャ
ープは15社の中で唯一,連 結,個 別 ともに貸借対照表 と損益計算書の両方に特許権関連の記
載がある。シャープの個別損益計算書の特許権に関する記載 を見てみると,特 許権による利益
2,734百万円(「特許料 ・技術指導料等収入」 一 「特許料 ・技術指導料等収入見合費用」)は営
業利益48,333百万円の5.7%に相当す る。営業利益率は3.5%であるため,特 許権 による利益相
当額を営業利益 で得るためには売上高 を78,114百万円も増加 させ なければならないことにな
る。特許権 による利益は企業の経営成績に大 きな影響 をもたらす ものである。 しか し,その資
産価額 として計上 されているのは工業所有権140百万円に含 まれているに過 ぎない。 これはシ
ャープの資産額(1,966,906百万円)の0.007%に過 ぎない。特許権は年間でその貸借対照表価
額のお よそ62.5倍もの収益 を獲得 している。同様にキャノンを例にしてみると,特許権はその
資産価額の212.6倍もの特許権収入をもたらしている。これは営業利益の金額の12.5%にも相
当する。
IASは将来便益 について 「企業への現金及 び現金同等物の流入に直接的にまたは間接的に貢
献する潜在能力 を言い,そ の潜在能力 は,現 金流出額を減少 させる可能性 を含む」26)と規定
している。特許権は特許権収入のみではな く,自社製品への利用による競争力の高い製品の販
売 を通 じた売上高のアップ,自 社が特許権を得たために他社へ特許権使用料 を支払わずに済む
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等 さまざまな便益 を企業にもたらす ものである。このため,IASの将来便益に関する認識か ら
すると,特 許権の資産価値は貸借対照表価額 をさらに大 きく上回ると考えられる。特許権は,
取得 しただけでは費や したコス ト分のキャッシュ ・フローを生むとは限 らない一方,キ ャノン
の例のように利活用 しては じめてコス トを大 き く上回るキャッシュ ・フローを生む場合もあ
る。また,特 許権は,そ の取得時か ら当該特許権 を組込んだ製品の生産 までにある程度の期間
を要する場合が多い27)。このため,特 許権は権利 として確立 した時点(当 初認識時)と,そ
の後の利活用の時点(当 初認識後,特 許権を組込んだ競争力ある製品が生産され,あ るいは特
許権収入等がもたらされるようになった時点,あるいはそ うならないことが確実になった時点)
で資産価値が大 きく変動することになる。投資者の意思決定のために,キ ャッシュ ・フローを
生むことが確実 と認められるようになった時点でそれを織 り込んだ評価替 を検討する必要が生
じよう。この点については次節で検討 しよう。
さらに,「重要な会計方針」 に記載 されている特許権の償却について見てみよう。償却につ
いては,ほ とんどの企業が定額法によるとし,法定耐用年数(税 法上特許権の償却期間は8年)
で償却するとしている。この点に関 して,SEC基準によって連結財諸表 を作成 している企業が
特許権 を計上 した場合,そ の償却 はSFAS第142号の規制 を受けることになる。すなわち,
SFAS第142号では無形固定資産について,見 積耐用年数による償却や耐用年数が確定 できな
い場合 における償却停止 も認めている。米国においては特許権の償却期間は特許権開示企業
(AICPA調査600社中特許権を開示 していた78社)中46.2%(36社)が償却期間を 「見積年数
等」 とし,6社が40年未満 としている28)。特許権の償却に関しては,キ ャッシュ ・フロー流
入 との関係あるいは国際的動向との関連を視野 に入れて検討する必要がある。SEC基準 を用い
ている日本電気においては,連 結財務諸表の注記の中の無形固定資産の欄で 「特許権お よび商
標権については,主 にそれぞれの見積有効期間で均等に償却 している。…無形固定資産の帳簿
価額が回復不能 となるおそれを示唆する事象や状況が発生 した場合は,そ の帳簿価額について
減損の有無 を検討 している」29)との記述が見 られる。
この他,ほ とんどの企業において有価証券報告書における 「事業の概要」 の中で 「経営上の
重要な契約等」の箇所に特許権の記載がある。図表④は,キ ャノンに見 られる 「経営上の重要
な契約等」のうち 「当社が与 えている技術供与契約」の箇所(12件)の一部である。「経営上
の重要な契約等」 には他に 「当社が受けている技術導入契約」(6件),「当社が締結 している
相互技術援助契約」(6件)とい う項目がある。契約期間は図表④ に見 られるように15年を超
える長期間となっている。光学分野の他の企業についても契約期 間を見 ると,そ のほとんどを
「対象特許の終了 日まで」 としている。特許権の権利期間は出願時か ら20年間であるため,仮
に,特 許取得後の早い時期 に契約 していた場合,特 許権収入は20年間近 くにわたって継続す
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る こと とな り,契 約上,長 期 に及ぶ将来 キャ ッシュ ・フローの流入 をもた らす可能性 があ る と
推 測 され よ う。
図表④ 経営上の重要な契約等の開示例一キャノンの場合一
相手方の名称 国名 契約内容 契約期間
昭和59年9月1日 か ら
シ ヤー プ㈱ 日本 電子写真に関する特許実施権の許諾
平成15年12月30日 まで
日本 レーザー ビーム プ リンタに関す る特許実 昭和62年10月1日 か ら
京セラ㈱
施権の許諾 平成16年3月31日 まで
平成元年4月1日から
沖電気工業㈱ 日本 LEDプリンタに関する特許実施権の許諾
対象特許の満了日まで
平成4年10月31日 か ら
京セ ラミタ㈱ 日本 電子写真に関する特許実施権の許諾
対象特許の満了日まで
平成6年1月1日から
コニ カ ㈱ 日本 電子写真に関する特許実施権の許諾
対象特許の満了 日まで
(出典)キ ャノ ン 『有 価証 券 報 告 書 総覧 』2001年,18ペー ジ 。
なお,別 分野ではあるが三菱化学工業の有価証券報告書では 「外国との技術援助契約及び技
術提携」の項 目においてキャノンと同様の情報を開示する他,さ らに 「特許権の対価の支払い
方法」 についての記載がある。例えば,エ ンゲルハル ド社 とは 「ポリプロピレン製造用触媒製
造技術 に関する特許及び実施許諾」契約があ り,その契約有効期間は15年間,対 価は 「一時
金及 びランニ ング ・ロイヤリティー」方式であることが明らか になっている30)。対価 に関す
る記載 としては,「経営上の重要な契約等」の項目ではないが,ソ ニーにおいてはソニーコミ
ュニケーシ ョンネットワーク(以 下,SCNという)に 関する情報開示の中で触れられている
部分 がある。SCNに関する情報 開示が ソニーの有価証券報告書 の中で行 われてい るのは,
SCNの業績等が子会社連動株式の権利内容及び市場価格 に一定の影響 を及ぼすか らである。
SCNの 「事業の状況」の中の 「経営上の重要な契約等」には,「特許権 に関するクロスライセ
ンス契約」についての記述がある。そ して 「SCNおよびソニーは,そ れぞれ相手方の保有す
る知的財産権 を利用することがで きるという内容 となっています。ただし,利用できるソニー
の保有する知的財産権 との均衡を図るため,SCNは対象売上総額のLO%を ソニーに対 して支
払 うことになっています」31)と記載 されている。 このように有価証券報告書においてライセ
ンス料の算定に関する情報が公表される例は極めて稀である。ライセンス料は業種によるばら
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つ き等もあるが,お よそ売上高の3～4%程 度とい う調査結果がある32)。
この他 にキャノンでは,イ ンターネ ット上,IR情報 として特許 に関わる情報 を別建て して
過去10年間分 を時系列で図表化 して開示 している。その内容 は,研 究開発費(1,989億3,900
万円),売上高研究開発費比率(13.4%),米国特許登録件数(1,795件),米国特許出願公開件
数(9,463件),特許権収入(157億7,100万円)等 である(前 記括弧内は1999年の数値)。IR情
報 として特許権 と研究開発費 とを併記 しているのは,両 者の関連 を示す ことが投資者の情報開
示 として有用 と捉えていることを示すもの と言えよう。なお,そ の際,特 許権の貸借対照表上
の価額ではな く特許件数を載せているとい うことは,現 行の貸借対照表上の価額が必ず しも研
究開発費 と比較するのに適切な情報 とは言えないためだとも考えることが出来よう。
米国の例 としてIBMについて見てみ よう。IBMは米国における特許取得件数が トップの企
業である。IBMにおいては特許権 その ものに関 して財務諸表本体 における記載はない。 しか
し,連結財務諸表の注記では5億1500万ドルのライセ ンス料収入があることが示 されている。
また,CEO'Letterでは,科 学技術のために多額に上る人的 コス トと設備投資 を行ってお り,
その結果,2001年に3,000件を超 える特許を取得 したこと,そ してそれは米国で付与された特
許権数として9年連続第1位であることが明らかにされている33)。
以上の例 を概観 してみると,特許権が計上 されている資産額に比 して(あ るいは特許権が資
産 として計上されていないにもかかわらず)大 きな特許権収入 をもたらしていることが分かろ
う。また,そ の特許権貸与等契約が相当長期であることも明 らかである。投資者の意思決定に
有用な情報がキャッシュ ・フローの流入見込額に関する情報なのであれば,大 きなキャッシ
ュ ・フローの流入が予測される特許権の資産価値 についてオンバランスする手法 を検討する必
要があろう。
4,特許権の当初認識後の評価
(1)特許権の評価替
前節で見たように,特 許権はその貸借対照表における資産価値 を大 きく上回るキャッシュ ・
フローをもたらしている。図表①の特許権収入の部分である。 この部分は,特 許権の当初認識
後の評価にかかわるものである。この点について,特 許権の償却の側面 とキャッシュ ・フロー
の流入の側面か ら検討 してみよう。
無形固定資産である特許権は,企 業会計原則では 「無形固定資産の取得のために支出した金
額から減価償却累計額を控除 した価格 をもって貸借対照表価額 とする」(貸借対照表原則五E)
とされている。IAS第38号においては,無 形固定資産の当初認識後の測定 に関して,標 準処理
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としては 「当初認識後の無形固定資産は,そ の取得原価から償却累計額及 び減損累計額を控除
して認識 しなければならない」(para.63)としてお り,我が国の規定 とほぼ同様である。また,
商法では 「固定資産二付 イテハ其ノ取得価額又ハ製作価額 ヲ附シ毎年一回一定ノ時期,会 社二
在 リテハ毎決算期二相当ノ償却 ヲ為シ予測スルコト能ハザル減損ガ生ジタル トキハ相当ノ減額
ヲ為スコ トヲ要ス」(第34条2号)と,減価償却のみならず減損規定 も設けている。先にSFAS
第142号の適用 について日本電気の例を示 したが,同 様にSEC基準 を適用 しているソニーにお
いても,連結財務諸表の注記の中で 「ソニーは,基 準書第142号を早期適用 しました。この基
準書の適用にともない,ソ ニーは無形固定資産の耐用年数の再評価 を行い,商 標を含む一部の
固定資産について耐用年数が確定で きない と判断した結果,こ れ らの資産の償却を停止 しまし
た。平成13年4月1日現在,耐 用年数が確定できない無形固定資産の残高は,76,029百万円で
す。これらの無形固定資産について基準書適用時点で減損判定を行い,そ の公正価値が帳簿価
額 を超過 していると判断 した結果,減 損は認識 していません」34)と記載 している。SEC基準
を適用 している企業 とそうでない企業 とで異なった会計処理が行われることになる。さらには,
同 じ企業の同じ無形固定資産について連結財務諸表 と個別財務諸表で異なった償却が行われる
可能性があるとすれば問題である。
さらに,IAS第38号は上記の標準処理 とは別に 「認められる代替処理」 を挙げており,こ こ
では評価替についての規定がなされている。ここで言う評価替には,評 価減のみではな く評価
増 も該当する。 この部分が,減 損のみを認めている我が国の商法 とは大 きく異なる。そ して,
「評価替の結果,無 形固定資産の帳簿価額が増加する場合,そ の増加額 を評価替剰余金 として
表示 し,資 本勘定の貸方に直接認識 しなければならない」(para.76)としている35)。つまり,
無形固定資産の評価増を認識 し,増加分は資本直入するとしているのである。無形固定資産で
ある特許権は,1節で述べたように企業の経営状況にとっての重要性 を増 して きてお り,投資
者の意思決定有用性の観点からオンバランス化についての検討が必要 と考 えられる。その際,
例 えば,同 様の資産価値 を持つ特許発明であってもそれが 自己創設であった場合には,取 得原
価 に計上 されるのは申請 にかかわる事務費程度であるため財務諸表上の資産価値として僅少に
とどまるのに対 して,他 者からの譲渡によって取得 した買入の場合の取得原価は,通 常,譲 渡
の際に将来便益 をも見込んだ評価で取引 されるために金額的に大 きなもの となる。取得形態の
差 によってその測定に格差を設けることは,先 に見たようにIASとの調和化において課題を残
すのみならず実務 との関係で も新たな問題 を生 じさせることになろう。近年,企 業形態の多様
化 ・弾力化が進んで きてお り,今後,研 究開発部門の分割や合併,ア ウ ト・ソーシングなども
増加 しよう。また,プロパテン ト政策の振興等により特許の流通 にも変化が見られるであろう。
これらを勘案すれば,買 入特許権 といった場合でも従来の他社か らの買入れとは異なった様相
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を呈することになると考えられるからである。
評価替で考慮 されるべ きことはキャッシュ ・フローの流入見込額なのであ り,自己創設特許
権か買入特許権かとい う特許権の取得方法 による格差 を生 じさせるべ きではない。すなわち,
特許権 として確立 してライセンス契約が締結されるか,若 しくはある製品に不可欠な要素とし
て特許発明が組込まれて生産 されるといったように,キ ャッシュ ・フローの流入が確実 と認め
られるようになった時点で,そ のキャッシュ ・フローの流入見込額に見合 うよう,そ の部分を
評価増 として,資 産の評価替の際に計上することを検討する必要があるだろう。逆に,キ ャッ
シュ ・フローの流入見込額の減少や停止が見込 まれ,資 産価値が下落 したのであれば,減 損処
理を行 うことになろう。評価増が生 じた場合,そ れは,資 本の部に別建てして表示すべ きであ
ろう。評価益 を資本直入する方法は,我 が国におけるその他有価証券の評価益の処理 と同様で
ある。
(2)インカム ・アプローチによる評価
では,評 価替の際の評価のアプローチを検討 してみよう。評価のアプローチとしては,コ ス
ト・アプローチ,マ ーケ ッ ト・アプローチ,イ ンカム ・アプ ローチがあ る36)。まず,コ ス
ト・アプローチは当初認識後の特許権の価値変動(継 続的な特許権収入の流入等)を 反映 しな
いため,評 価替の際に適用することは無意味である。また,現 在のところ特許権には市場がほ
とんど存在 しないためマーケット・アプローチは適用できない。 したがって,当 初認識後にキ
ャッシュ ・フローの流入が明 らかになった時点で,キ ャッシュ ・フローの流入見込額 を織 り込
んだインカム ・アプローチを用いた評価替の方法について検討 してみよう。
流入が明らかとなった時点 とは,図 表②の 「ライセンス」 にかかる部分であればライセンス
契約 を締結 した時点が該当 し,「自己実施」 にかかる部分であれば製作予算が承認された社内
稟議書等により生産が確実 と認められる時点等が該当 しよう37)。特許権の評価替 に当たって
は,取 得方法による違いはない。特許権がどの程度キャッシュ ・フローを流入させるか,あ る
いは費用削減をもたらすか ということが問われることになる。その点に関して検討 を行 う際に
は利用形態,す なわちライセ ンス契約の場合 と自己実施の場合 とを分けて考える必要がある。
前者は,3節で企業の具体的記載で見たように特許権収入等の科 目として,実 現 したキャッシ
ュ ・フローの流入をもたらす ものが既に明示されている。したがって,主な課題は後者 にある。
自己実施は製品競争力 ・優位性等により売上に貢献 した り,自社で特許発明をしなかった場合
に他社ヘライセンス料 を支払って利用権 を得ることによるキャッシュ ・フローの流出を節約す
る等の効果 をもたらす場合がある。 しか し,この場合の資産価値の算出については確立 された
ものが無い。特許権の資産価値については,担 保融資,特 許権侵害裁判における損害賠償額,
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相続税算定の際の手法等い くつかの事例がある。 これ らはいずれも別の算定目的を持つもので
あるが,自 己実施の特許権の資産価値 を検討する際の手懸 りになると思われるので挙げてみた
い38)。
知的財産権担保価値評価手法研究会(通 商産業省(当 時)の 委託)で は,担 保融資 に当たっ
ての特許権の資産価値 について,イ ンカム ・アプローチの考 え方に基づいて将来生み出すキャ
ッシュ ・フローの現在価値をもってその財産価値 とするディスカウン ト・キャッシュフロー法
を用いる手法 についてとりまとめを行っている。その具体的な適用は実施想定,キ ャッシュ ・
フロー想定,現 在価値への割戻 し,現在価値の検証 とい う手順で行われる。 まず,実 施想定が
行われる。 ここでは特許権の譲受人の平均像を想定 して譲 り受けた場合の売上高,原 材料投入
量,販 売管理活動,減価償却,追 加投資の規模等を予測す る。次に,そ の実施想定に基づいて,
下記の ように譲受人が将来創出するキャッシュ ・フローを予測する(毎 年のキャッシュ ・フロ
ーを算出)。
売 上 高
一)売 上原価
一)販 売管理費
+一)事 業関連損益
(小計)営 業利益
一)実 効税額(一 実効税率49.98%)
(小計)税 引後営業利益
+)非 現金費用(減 価償却費等)
一)控 除項目(増 加運転資本,設備投資,そ の他)
キャッシュ ・フロー
続いて,上 記の手法で求めた各年のキャッシュ ・フローを割引率を用いて現在価値に割 り戻
すことになる。割引率 としては加重平均 コス トを用いるとしている。そ して最後 に,こ の手法
で求めてきた価値が想定を含んだものであるため,こ れが常識的 ・感覚的に適当かどうかを検
証 して,必 要に応 じて補正するという方法である39)。ここで,実 際の営業利益の算出に当た
って,2002年に,ゲ ーム器機メーカーのアルゼ(株)が 同業者サ ミー(株)を 被告 として
(被告補助参加人,日 本電動式遊技特許株式会社)特 許権 に基づ く損害賠償請求を行 った事件
における,東 京地方裁判所による事例で考えてみよう。この裁判 において損害金額の算定は以
下のように検討 された。
ア,被 告(サ ミー)販売台数…43,000台。
イ,原 告(ア ルゼ)の 販売能カ…原告の市場占有率から判断 して被告 と同様の製造 ・販売能
力 を備えている。
'
一 特許権の資産価値に関する一考察 一 105
ウ,単 位 数量(1台)当 た りの利益 の額 …187290円(下記① ×②)。
原告商品の販売価格
一)製造原価
一)広告宣伝費
一)販 売費
一)ロ イヤリティー
334,267円
90,498円
1,000円
5,291円
3,365円
234,113円… ①
寄与率(原 告商品の利益額中の本件特許発明に対応する部分)=80%… ②
エ,原 告商品の販売に影響 した台数…39,600台。
上記アの うち3,400台は定期的な新台入替え需要 に対応するもので原告商品の販売
に影響するものではないため。
上記を根拠 として,損 害額は74億1,668万円(上 記ウ×エ)と 認め られた。ここで算出され
た損害額は,「権利者利益」である。す なわち,特 許権を自己実施 していたならば得 られたで
あろう利益の計算である。
上記は,実 例の少ない中か ら,自己実施特許権の資産価値算定について検討 してみた もので
ある。特許権の資産価値算定の手法は,現 在の ところ事例 も少なく確定的なものが存在 してい
ないが,今 後プロパテント政策の振興等により特許権の流通が活発化 し,流通市場が育成され
れば,資 産価値算定の手法も成熟 していくもの と思われる。
以上,特 許権の資産価値について図表①の各部分について検討 してきた結論を述べよう。 ま
ず,当 初認識時においては,図表① の申請 ・登録料以下の部分 を検討の対象とした。この中で
は,自 己創設特許権について,買 入特許権との均衡等から開発費の部分に・おけるオンバ ランス
化が必要 と考 えられる。次に,当 初認識後においては,償 却のあ り方 と評価替 とを検討の対象
とした。主に図表①の申請 ・登録料 より上の部分である。償却 については,将 来キャッシュ ・
フローの流入見込額及び償却期間について勘案す ることが必要である。また,IAS等の動向 と
の調和化等 を視野に入れて,減 損のみではな く償却の停止等 も行うべ きである。評価替 につい
ては,他 社への実施許諾 と自己実施に分けて検討 した。前者については,特 許権収入 という実
現 したキャッシュ ・フローから資産価値を捉 えることがで きる。後者については,特 許裁判で
算出された権利者利益 とキャッシュ ・フロー割引現在価値を組み合わせて算:出する可能性につ
いて提案 した。
特許権 は,こ れまで貸借対照において適正な資産価値がつけられないで きた。 しかし,特許
権の もたらすキャッシュ ・フロー創出能力 を勘案 してオンバランス化することは,財務諸表の
有用性 を高めるものと言えよう。
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